歯科技工所開設の手続きについて
【届出の流れ】

開設　→　開設届提出（開設後10日以内）→　検査日程の調整　→　検査（→届出済証の発行）

【必要書類】（法第21条第１項、規則第13条、細則第２条）
提出先：歯科技工所の所在地を管轄する保健所

提出部数：１部（控えが必要な場合は加えて必要部数を持参）
1. 歯科技工所開設届（第１号様式）

· 開設場所（所在地）についてはビル名、部屋番号まで正確に記入すること。
2. 敷地及び建物の平面図（部屋名、寸法、作業台、設備、器具の配置等を明示すること）
3. 付近の見取図
4. 管理者の資格免許証の写し（原本持参）及び履歴書
5. 管理者以外の従事者の資格免許証の写し（原本持参）
6. 開設者の身分等の確認
· 法人の場合は登記事項証明書（発行から６ヶ月以内のもの）の原本を提示

· 個人の場合は身分証（運転免許証等）の原本を提示

7. 開設届出済証明書交付申請書（希望者のみ）

· 手数料　400円／枚（沖縄県証紙）

8. 遅延理由書（開設後10日以内に開設届出を提出しなかった場合）

（記入に関しての注意事項）

・誤記がある場合は二重線で消し、余白部分に正しい内容を記載すること。

・修正液等は使用しないこと。

・用紙はA4普通紙を使用し、感熱紙は使用しないこと。

【構造設備基準】（規則第13条の２）
1. 歯科技工を行うのに必要な設備及び器具等を備えていること（※）。
2. 歯科技工を円滑かつ適切に行うのに支障のないよう設備及び器具等が整備及び配置されており、かつ、清掃及び保守が容易に実施できるものであること。
3. 手洗設備を有すること。
4. 常時居住する場所及び不潔な場所から明確に区別されていること。
5. 安全上及び防火上支障がないよう機器を配置でき、かつ、十平方メートル以上の面積を有すること。
6. 照明及び換気が適切であること。
7. 床は、板張り、コンクリート又はこれらに準ずるものであること。ただし、歯科技工作業の性質上やむを得ないと認められる場合は、この限りでない。
8. 出入口及び窓は、閉鎖できるものであること。
9. 防じん、防湿、防虫又は防そのための設備を有すること。
10. 廃水及び廃棄物の処理に要する設備及び器具を備えていること。
11. 歯科技工に伴って生じるじんあい又は微生物による汚染を防止するのに必要な構造及び設備を有すること。
12. 歯科技工に使用される原料、材料、中間物等を衛生的かつ安全に貯蔵するために必要な設備を有すること。
※　歯科技工を行うために必要な設備及び器具等
防音装置、防火装置、消火器、照明設備、空調設備、給排水設備、石膏トラップ、空気清浄機、換気扇、技工用実体顕微鏡(マイクロスコープ)、電気掃除機、分別ダストボックス、防塵用マスク、模型整理棚、書籍棚、救急箱、吸塵装置(室外排気が望ましい)、歯科技工用作業台、材料保管棚(保管庫)、薬品保管庫
（平成24年10月２日付け医政発1002第１号「歯科技工士法施行規則の一部を改正する省令の施行について（通知）」）
歯科技工所開設後の手続きについて

1. 歯科技工所開設届出事項変更届

開設者の氏名等、開設届出事項の一部を変更した場合、10日以内に変更届を提出すること。
【必要書類】（法第21条第１項後段、規則第13条第２項、細則第３条）
(1) 歯科技工所開設届出事項一部変更届（第２号様式）
(2) 遅延理由書（変更後10日以内に変更届を提出しなかった場合）
(3) 添付書類（変更内容に応じて、以下の書類を添付すること）
(1) 開設者の氏名又は住所（婚姻等による氏名変更や、会社名を変更した場合等が対象。開設者自体の変更は新規届出となる。）
・変更したことが分かる書類の提示
法人の場合は登記事項証明書（発行から６ヶ月以内のもの）の原本を提示
個人の場合は運転免許証、戸籍抄（謄）本などの原本を提示

(2) 名称
・添付書類なし

(3) 場所
・変更したことがわかる書類の写し（住居表示変更通知書など）
· 区画整理等による住居表示の変更が対象。
移転先が別区画の場合や、同一ビル内で移転する場合は、移転前の歯科技工所の廃止届、
移転後の歯科技工所の開設届が必要であるため、この変更届では手続き出来ないこと。
(4) 管理者の氏名または住所（婚姻等により氏名を変更した場合が対象。管理者自体の変更は（オ）の手続きとなる。）
・変更したことがわかる書類の提示（運転免許証、戸籍抄（謄）本など）

(5) 管理者

・変更後の管理者の資格免許証の写し（原本持参）及び履歴書

(6) 管理者以外の従事者
・追加した従事者の資格免許証の写し（原本持参）

(7) 構造設備（事前にご相談ください。）
・変更前および変更後の平面図
2. 休止、廃止届

歯科技工所を休止または廃止した場合、10日以内に休止届または廃止届を提出すること。
【必要書類】（法第21条第２項、細則第４条）
(1) 歯科技工所休（廃）止届（第３号様式）

(2) 遅延理由書（休止または廃止後10日以内に歯科技工所休（廃）止届を提出しなかった場合）

3. 再開届

休止届を提出した歯科技工所を再開した場合、10日以内に再開届を提出すること。
【必要書類】（法第21条第２項、細則第４条）
(1) 歯科技工所再開届（第４号様式）

(2) 遅延理由書（再開後10日以内に歯科技工所再開届を提出しなかった場合）

